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１．業務プロセス
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・想定されるリスクと、そのリスクに対して建物が必要とする
目標性能を整理する。

・目標性能を達成するために建築・構造・設備が有すべき機能・要件、
人的対応について検討する。

・建築設備の計画内容を確認し、上記要件に対して不十分な内容が
あれば、今後の対応策を検討する。

・『お客様貸方基準』（ビル所有者）における建築設備基準の項目に
ついて、リスクアセスメントにて検討した対応策と相違点があれば、
新貸方基準に合わせた建物の改修工事内容を検討する。
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２．検討プロセス

目標性能の整理

目標性能のための
建築設備の機能･要件、人的対応の検討

現状の建築計画・設備計画との
整合をチェック

お客様／貸方基準リスクの想定

建築計画・設備計画の改善策
または目標性能の見直しを提言
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３．要因・事象・障害の想定

■地震

要因 事象 障害 事業への影響

■雷

■水害

■テロ行為

■病原菌・感染症

■建物破損

■設備機器破損
■設備機器故障
■設備機器更新
■設備運転停止

■インフラ途絶

・電源設備
・空調設備
・給排水設備
・配管類
・エレベータ
・BACS
・セキュリティ
・防災設備
・IT

■外乱・ノイズ

・電力
・上下水
・ガス
・通信
・交通機関
・道路

■火災

■不正侵入
■劣化

■人的ミス
■不正入手

■入館禁止

・建物
・重要室

・盗難
・不正アクセス

■停電 ■業務の停止

■給水停止

■排水停止

■ガス漏れ

■水漏れ

■空調停止

■エレベータ停止

■監視制御停止

■セキュリティ停止

■消火停止

■排煙停止

■放送停止

■通信（電話）停止

■情報ネットワーク停止

■情報漏洩

■建物使用不可

■ガス停止

・PC使用不可
・電話使用不可
・FAX使用不可
・E-mail使用不可
・生産機能停止
・物流機能停止
・決済機能停止
・研究開発機能停止
・顧客への対応不可

■室内環境の悪化 ・室温上昇／低下
・照度不足

■移動の制約 ・階段の利用
・徒歩

■管理機能の停止 ・入退室管理が不能
・指示伝達できない

■損害賠償 ・SLAの未達成
・情報漏洩に対する保障

■企業ブランド低下 ・株化低下
・調達コストの上昇
・顧客の流出■生産行為の停止

■不良品の製造
成果物の品質低下■保守・点検

※BACS：Building Automation
and Control Systems 

※SLA：Service Level Agreement
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４．被害想定【地震】（１）
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上町断層系による首都直下型地震（大阪府想定震度７）
冬季・平日・夕方（午後6時）に発生
〔例：平成７年１月 兵庫県南部地震(阪神淡路大震災)（震度７）相当〕

発生状況

１．地震

片付け・清掃に0.5日程度要する。ＯＡ機器の一部が移動、損傷する可能性がある。

片付け・清掃に0.5日程度要する。家具の収納物が散乱する可能性がある。

片付け・清掃に0.5日程度要する。固定されていない家具の一部が移動・転倒する可
能性がある。

家具類・
OA機器

－

耐震ｸﾗｽSの機器は若干の損傷が生じる可能性あ
るが、補修により復旧可。
耐震ｸﾗｽAの設備はある程度の損傷が生じるが、補
修により復旧可。

設備

片付け・清掃に0.5日程度要する。損傷、移動等が発生しないことを目標とするものの
、一部の天井材等で損傷、移動等が発生する可能
性がある。

建築非構造部材

－
補修することなく使用できる。
（免震構造）

構造体建物

復旧予想被害状況部位
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４．被害想定【地震】（２）
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阪神淡路大震災では3ヶ月～7ヶ月で復旧。震度５強以上の区域は停止すると思われる。公共交通機関
（鉄道）

インフラ

阪神淡路大震災では電力が90%の施設に対し約3日で復
旧。

発災直後は、電力・ガス供給が中断するため、停止
するものと考える。

冷暖房

低圧ガスにおいて阪神淡路大震災では90%の施設に対し
約2ヶ月で復旧。
阪神淡路大震災では中圧ガスも停止。

低圧ガスを利用しており、中断する可能性がある。ガス

阪神淡路大震災では処理場は約2ヶ月で復旧。管路につ
いては被害小。

機能しなくなる可能性がある。下水道

阪神淡路大震災では90%の施設に対し約1.4ヶ月で復旧。発災直後は、管路被害等により断水する可能性が高
い。

上水道

阪神淡路大震災では90%の施設に対し約3日で復旧。輻
輳は１週間から10日程度続く可能性がある。

通信網の損傷による通信不能の可能性が高い。輻
輳による通信障害は更に長く検討する必要がある。

電話・通信

阪神淡路大震災では90%の施設に対し約3日で復旧。発災直後は、電力供給が中断する可能性が高いも
のと考える。

電力ライフライン

－

発災直後は、徒歩帰宅者が溢れる可能性が高い。
怪我人が助けを求めてくる場合もあると思われる。

環境

－

周辺は不燃化率が高いと想定されるため、延焼火災
に巻き込まれる可能性は低い。但し、西南側は、被
害発生が想定される。

火災

－

耐震性の高い建物が多いと想定されるため、周辺建
物の被害は限定的と考えられる。但し、西南側は、
被害発生が想定される。

建物周辺

復旧予想被害状況部位
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４．地震被害想定（１） 〔大阪市ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ〕
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平成25年10月30日に開催された「大阪府防災会議 第4回南海トラフ巨大地震災害

対策等検討部会」において、南海トラフ巨大地震に係る「人的被害」及び「建物被害」
に関し、大阪府域における最大の推計値が公表されました。

大阪市域の地震による被害想定

内陸活断層による地震 海溝型の地震

上町断層帯
地震

生駒断層帯
地震

有馬高槻断
層帯地震

中央構造線
断層帯地震

東南海・南
海地震

南海トラフ
巨大地震

マグニチュード 7.5～7.8 7.3～7.7 7.3～7.7 7.7～8.1 7.9～8.6 9.0～9.1

震度 5強～7 5弱～6強 5弱～6弱 4～5強 5弱～6弱 5強～6弱

建物被害（全壊
＋半壊）

約27.7万棟約13.5万棟 約1.4万棟 約0.2万棟 約2.6万棟 約29.6万棟

死者数 約8,500人 約1,400人 ～100人 0人 ～100人 約12万人
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４．上町断層帯の活断層位置 〔地震調査研究推進本部ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ〕
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上
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４．上町断層系の活動による想定震度分布 〔大阪市ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ〕

上町断層帯地震A

9



BCP対策をにらんだ防災設計と改修
2015年 11月

Copyright NIKKEN SEKKEI LTDCopyright NIKKEN SEKKEI LTD

５．被害想定【台風・大雨】（１）
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２．台風・大雨

発生状況 【河川氾濫】
淀川が増水･氾濫し、下水道処理能力を超えて建物内へ浸水(浸水深さ想定 1FL+1.9m)
〔例：H12年9月東海豪雨(台風14号) 相当（総雨量500mm）〕
〔 大阪の昭和28年9月 洪水(台風13号) の２倍〕
〔 200年に一度の確率で発生する規模(淀川河川事務所HPより〕
【内水氾濫】
雨が下水道施設の処理能力を超えてその場にたまり､浸水(浸水深さ想定道路面+0.1m)
建物内への浸水レベルは道路面＋0.2m
【津波】
津波は浸水予測範囲外

地下鉄連絡口

大規模水害は想定しにくいため、被害が発生した場合でも
、１日程度で回復するものと思われる。
ただし､淀川氾濫による浸水時には浸水フロアの洗浄､消
毒､内装補修､設備機器補修が必要。(数週間)

淀川氾濫時には浸水する。
浸水レベルが道路面+0.2mを超えると免震スリットを
介して地下階が浸水する。
免震スリットは建物全周に及ぶため土嚢パネルでの
防御は不可能。

１階・地下階建物

地下鉄は止水板（駅出入口）、防水ゲート（軌道内）、
浸水防止機（換気口）等による浸水対策が行われて
おり、軌道内への浸水の可能性は低いと思われる。
止水板不具合などにより軌道内への浸水があった場
合にも地下鉄連絡口と建物地下フロアが空間的に接
続されていないため､被害はないと思われる。

復旧予想被害状況部位
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５．被害想定【台風・大雨】（２）
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復旧予想被害状況部位

地下鉄は軌道内浸水により一部の路線で運行が停
止すると思われる。
その他鉄道は、一部区間の運行停止、ダイヤ乱れが
予想される。

公共交通機関
（鉄道）

インフラ

停電やガス供給断により熱源が停止する可能性があ
る。

冷暖房

メーター等が浸水する可能性があるが、被害は限定
的と思われる。

ガス

排水処理能力を超えるため使用できない可能性があ
る。

下水道

給水拠点等が浸水する可能性があるが、被害は限定
的と思われる。

上水道

中継交換局等へ浸水した場合には、通信不能となる
可能性がある。

電話・通信

電力会社地下電気室等へ浸水した場合には、電力供
給が中断する可能性がある。

電力ライフライン

交通渋滞が発生する可能性あり。
漂流物あり。

環境

一部の建物で地下階への浸水が発生する可能性が
ある。

建物周辺
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５．水害予想（地形の特徴） 〔大阪市ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ〕
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大阪市は、淀川、神崎川、大和川、寝屋川といった大きな河川と海に囲まれており、市
街地の9割までが平坦な低地で自然排水が困難なため、大雨、津波による水害に対し
て非常に弱い地形となっています。
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５．水害予想（内水氾濫） 〔大阪市ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ〕
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５．水害予想（河川氾濫） 〔大阪市ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ〕
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淀川氾濫
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５．水害予想（河川氾濫） 〔大阪市ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ〕
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大和川氾濫
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５．水害予想（津波） 〔大阪市ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ〕
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南海トラフ巨大地震による津波
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６．被害想定【ライフライン故障（停電）】

（注記）共用部の保安設備：照明の一部、給排水設備、扉制御（入退室管理･電気錠･自動扉）、TV共聴設備、機械駐車･駐車場管制設備

17

７．ライフライン故障（停電）

発生状況 電力会社の配電系統に事故・故障が発生し、建物の周辺広域エリアで停電となる
冬季・平日・早朝

部位 被害状況 復旧予想

建物 共用部 全館停電となる。
建物の保安設備に対して発電機より電源が供給される
。

複数回線の受電のため停電の発生頻度は極めて少ないと想定され
るが、重度の系統故障が生じた場合には数時間の停電が予想され
る。

専有部 重要設備に対して、発電機より電源が供給される。
それ以外は停電となる。

周辺 建物 全館停電となる。
一部の保安設備に対して発電機より電源が供給される
。

数時間

環境 照明・信号の消灯等により交通の混乱が予想される。

ライフライン 電力 電力供給が停止。 数時間

電話・通信 通信会社の非常電源により正常に通信可能と予想され
る。

－

上水道 停電の影響を受ける可能性があるが、被害は限定的と
思われる。

－

下水道 停電の影響を受ける可能性があるが、被害は限定的と
思われる。

－

ガス 停電の影響を受ける可能性があるが、被害は限定的と
思われる。

－

冷暖房 停電の影響を受けるため、供給停止するものと思われ
る。

数時間

インフラ 公共交通機関
（鉄道）

運行が停止するが、自社の発電所からの電源により運
行可能な路線もある。

全ての路線が運行できるまで数時間。
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６．被害想定【ライフライン故障（断水）】
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８．ライフライン故障（断水）

発生状況 上水配管の破損等により、建物の周辺で断水が発生

部位 被害状況 復旧予想

建物 上水 受水槽に貯留した水量は供給可能。 数時間

雑用水 雑用水槽に貯留した水量は供給可能。

周辺 建物 一部の建物で断水状態となる。 数時間

ライフライン 電力 影響なし －

電話・通信 影響なし

－

上水道 断水 数時間

下水道 影響なし

－

ガス 影響なし

－

冷暖房 影響なし

－

インフラ － 影響なし －

（注記）上水貯留量 ：450人× 4L/人日×1日分
90人× 4L/人日×(＋)6日分(災害活動を行う職員)

雑用水貯留量：450人×30L/人日×1日分
90人×30L/人日×(＋)6日分(災害活動を行う職員
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６．被害想定【ライフライン故障（ガス供給断）】
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９．ライフライン故障（ガス供給断）

発生状況 ガス配管の破損等により、建物周辺エリアへのガス供給が停止

部位 被害状況 復旧予想

建物 共用部 エントランス、廊下等共用部の冷暖房が停止。
電気室、通信機械室等の重要諸室は個別空調方式に
より冷暖房が継続される。

数時間

専有部 一般諸室の冷暖房は停止。
重要諸室は、個別空調方式により冷暖房が継続され
る。

周辺 建物 冷暖房が停止する。 数時間

ライフライン 電力 影響なし －

電話・通信 影響なし

－

上水道 影響なし

－

下水道 影響なし

－

ガス ガス供給断
数時間

冷暖房 大部分の冷暖房が停止する。 数時間

インフラ － 影響なし －
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６．被害想定【ライフライン故障（通信途絶）】
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１０．ライフライン故障（通信途絶）

発生状況 通信会社の拠点で事故・故障が発生し、一般電話回線、専用線、オンライン回線、インターネットの回
線が中断する

－影響なし－インフラ

－影響なし冷暖房

－影響なしガス

－影響なし下水道

－影響なし上水道

数時間各回線が中断する。電話・通信

－影響なし電力ライフライン

数時間通信が途絶する。建物周辺

各支店など他の建物とのデータ通信等が不能となる
。

重度の故障が発生した場合には数時間の中断が予想
される。

E-mail、インターネットが使用不能となる。

複数回線を引き込むことにより、全ての回線が中断
することは想定しにくい。

外部との音声通話が不能となる。専有部

インターネットを利用した空調延長運転予約、温度
設定等が使用不能となる。

数時間ビル管理用の音声通話(外線)が使用不能となる。共用部建物

復旧予想被害状況部位
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７．建物性能チェックシート例
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７．建物性能チェックシート例（拡大）
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８．課題抽出とその対策及び工事費算出例

項目 現状の課題 現状性能 機能改善案
合計

（千円）
資料
番号

天井下地材の改修 地震時に天井が落下する恐れがある。 天井が一般的な工法で施工されている。 既存天井下地に補強を行いつつ、壁際にクリアランスを設ける。 7-1

天井吊り設備機器の落下防止 地震時に天吊り設備機器が落下する恐れがある。 天吊り設備機器が一般的な工法で施工されている。 天吊り設備機器（パッケージエアコン、ファン、全熱交換ユニット）の耐震固定を行う。 7-3

ガラス面の飛散防止フィルム貼り 地震時にガラスが破損し、落下する恐れがある。 外装サッシュのガラスに飛散防止処理が施されていない。 外装サッシュのガラス面に室内側から飛散防止フィルムを貼る。 7-2

①配管の耐震固定（衛生配管・空調配管） ① 24,200

②機械室入口・ＯＡフロア入口スロープ下部に防水堤や床排水を設置 ② 14,300

③止水のためのバルブを更新（給水、給湯、冷水、温水、冷温水） ③ 8,300

①内水氾濫時の浸水予想レベルは100mm未満。

②河川氾濫時の浸水予想レベルは1,990mm。（現状の防潮対策レベル1,500mmを超えてい
る。）

③現時点の防災マップでは、津波発生時の浸水予想区域内に当該敷地は含まれない。
（津波想定レベルに対する内陸部の浸水区域シミュレーション結果は来年度に発表される見
通し。）

地下階浸水時、空調主熱源（セントラル熱源）が損なわ
れる。

重要エリアにおいて、セントラル熱源だけに依存している系統有り。 地下水損時の上層階空調機能確保のため、上層階重要エリアの空冷パッケージエアコンを増強。 7-6

① 120,000

② 65,000

万一地下水没時、全館送電が出来なくなるため、下記の検討を行う。

①屋上発電機より地下6階、2階、6階の電気室に直接送電できる系統を構築する。 ① 165,000

②地下6階の特高受変電設備のうち、受電部および3台中1台の特高変圧器を屋上に設置し地下水没時
にも 商用電力で2階、6階の電気室に送電可能とする。

② 790,000

地下階浸水時、屋上発電機に燃料送油が出来なくなる。
現状発電機に至る燃料系統は下記の通りとなっている
（地下1階重油タンク →　地下6階重油タンク →　屋上サービスタンク　→　発電機）
 地下6階に設置されている送油ポンプおよびタンクが水没した場合発電機に送油できない。

地下1階　重油タンクから直接屋上サービスタンクに送油する配管系統を新設し、地下6階に設置され
ている送油ポンプおよびタンクが水没した場合にでも地下1階重油タンクからの送油が可能とする。

7-9

排水の逆流防止 下水本管からの建物側への逆流の恐れあり。 下水管の排水緊急遮断弁なし。 下水本管からの逆流対策として、排水緊急遮断弁を設置 7-10

電源系統の増強 特高受電とは異なる電源設備の準備対応を行っている。 現状なし 電力会社からの6kVの予備電力引込・供給を検討する。 7-8

燃料の備蓄
商用電力が長時間途絶した場合に備え燃料を備蓄する必
要がある。

地下1階　重油タンク20,000ℓｘ1基
→地下6階　重油タンク19,000ℓｘ1基
→屋上発電機サービスタンク1,900ℓｘ2台（各機に1台）
→発電機へ
発電機全負荷運転時で連続24時間分確保。

地下6階に設置されている送油ポンプおよびタンクが水没した場合発電機に送油できないため対策の
検討を行う。
燃料備蓄量の増設を検討する。

7-11

備蓄品の確保

備蓄品の倉庫が地下２階にあり、地下浸水時に水没する
可能性あり。
また、上層階に備蓄倉庫が無いため、備蓄品の受け渡し
が困難。

東館地下2階防災倉庫に飲用水・食糧の備蓄を行っている。
（災害時想定職員657人×約1～1.5日分）
上層階に備蓄倉庫無し。

浸水時に備えて、備蓄倉庫の上層階への移動を検討。 7-12

優先業務空間の設定
外部からの応援者を含む要員が集中的に活動できる場所
が設定されていない。

現状なし
6階食堂を外部からの応援者を含む要員が集中的に活動できる場所として設定し停電時に備え発電機
対応コンセントを設置する。

－

情報伝達（館内放送） 優先業務空間から館内放送が行えようにする。 防災ｾﾝﾀｰ以外に3階制作部門のﾘﾓｰﾄﾏｲｸから館内放送可能 現状性能に加え、6階災害対策本部（第3会議室）でリモートマイクが使用可能とする。 －

①受水槽、高置水槽廻りの配管に直接採水可能な給水栓設置
　（高置水槽に関しては既存水栓を延長して、採水しやすい場所へ移動。）

① 900

②受水槽・高置水槽へ緊急遮断弁の設置 ② 11,400

生活排水の確保 下水本管途絶時のトイレの対応が困難。 排水不要のポータブルトイレの対応のみで、仮設トイレの設置対応がされていない。
下水本管途絶時対応として、仮設トイレを設置できるように排水管を地下の汚水槽まで延長。
　仮設トイレ設置想定箇所：地下6階 3台、1階 10台

7-10

7-13

13,000

8,000

12,500

事
業
継
続
上
の
自
主
的
な
改
善
項
目

110,000

70,000

0

500

500

水源の確保
配管系統破損時に受水槽から採水ができない。
緊急遮断弁が設置されていないため、大地震時に受水槽
の水が流出してしまう可能性あり。

受水槽廻りに直接採水可能な水栓無し。
高置水槽廻りには直接採水可能な水栓があるが、高置水槽へのアクセスが困難。
受水槽・高置水槽に緊急遮断弁なし。

万一地下が水没した場合に地上部分のみの監視制御が可能なように、２階電気室の余剰スペースに主
装置の移設、サブ監視装置の追加などを検討する。

7-7

地下階浸水時、特高電気室が水没し商用電力・発電電力
共に送電機能が全て損なわれる。

地下6階にて受電、特高電気室設置、地上2階・6階にサブ電気室が設置されている。
屋上設置の発電機から地下6階特高電気室を経由して発電機電源が供給されている。

7-8

7-4

浸
水
リ
ス
ク
に
対
す
る
改
善
案
項
目

建物内への浸水に対する建物機能喪失
の防止

地下階浸水時、新聞印刷機能が損なわれる。 河川氾濫にも対応可能とする為に、設置場所に適した開閉方式の防潮扉（高さ２ｍ）へ改修する。 151,000 7-5

53,500

地下階浸水時、設備監視・制御機能が全て損なわれる。 電力・空調監視、防災盤、非常放送架は地下6階中央監視室に設置。

地
震
リ
ス
ク
に
対
す
る

改
善
案
項
目

222,000

9,800

10,000

建物内の浸水被害の防止

機械室や湯沸かし・ＷＣの水が執務空間へ流入する可能
性あり。
また、一部重要エリアに水配管が敷設されている。
竣工後、年月が経過しており、バルブの劣化により適切
に閉止できない可能性あり。

水配管の耐震固定は行われていない。
浸水被害を防止するものとし、排水口や防水堤などの対策は設けていない。
バルブの更新は行われていない。

288,600

1,365,000

206,300

改善コスト
(千円)
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